







































と，その始期は 1968 年 5 月末，終期は，早めに設定すれば，各学部のバリケードがいったん撤去
された 1969 年 2 ～ 3 月，長期で見れば，各学部の全共闘の組織実態がほとんど失われる 1970 年半
ば頃と見られるだろう。本稿では，このうち，全共闘が勝利への確かな戦略を持ち得ていた 1968



















ラス・サークル討論資料　闘いの強化と勝利の為に」という B4 判 25 頁（ガリ版刷）を発行して
いるが（４），「闘争の意義と目的」に関する第一部，「我々に対する批判の反批判」の第三部の間に第
二部として「日大の弾圧の歴史」が置かれ，歴史科学研究会弾圧事件，数学科事件，哲学科事件，
6 時限制実施問題，弁証法研究会の弾圧，経済学部事件，昭和 42 年度学部祭における検閲制度の
実態，応援団問題など戦後の日大学生運動弾圧事件が詳細に紹介されて，討議資料とされた。専任



















































による学園祭実施を是認せず，10 月 26 日の学生委員会は，学生会組織と関係なく規則外での実行
委員長選出を決定，秋田明大を選出した。当然当局は，規則違反を口実に認可しなかったが，10


























あるという態度に満ち溢れたうちに応援団に関する決議事項が採択された」「42 年 11 月総会
での修正案は 42 年 4 月の応援団新入会員募集での他学部応援団の活動に関し，旧執行部の曖
昧な 41 年 11 月の決議事項を正しく反映しない態度，応援団側の決議事項に関する一方的誤っ
た解釈（他学部の応援団なら文理で活動してもよいのではないか）に対しては 43 年 4 月の新
（９）　日大闘争資料 16-365「弾圧と闘争の記録―ある共同的なもののために　4・20 事件の真相」B4 で 10 頁，発
行主体の記載なし。











　経済学部の応援団闘争を概括した資料としては，1968 年 2 ～ 3 月に作成されたと考えられる「応
援団闘争総括の意義と重要性」と題する文書がある（１１）。経済学部の地下活動家集団によるものと思
われる。1967 年 12 月 10 日に選出された学生会秋田明大執行部は，自治活動の障害であるだけで
なく他大学との乱闘事件を起こし批判に晒されていた応援団問題に取り組み，12 月 13 日，14 日と
連日の会議によって，経済学部内での応援団活動の禁止，部室明け渡し，予算返済などを決議し直










































　『新版　叛逆のバリケード』（１３）の年表には，1968 年 5 月上旬，公然化前夜に活動家層が会談し，
「危惧する社研 OB らの反対を押し切って」決起の準備に入ると記され，OB への意見聴取が確認
されるが，決起後ほぼ 1 週間目の 5 月 29 日には，OB 連絡会の名で学生の運動への支持と全理事
の総退陣を要求する「日本大学 OB は声明する」というビラが出されている。賛同者には，土門
拳，埴谷雄高らの名がある。ついで 6 月 7 日，日本大学学生支援全学部 OB 会議結成の呼びかけが
行われ，6 月 10 日結成会議が行われた。結成会議では，OB の組織化，救援対策部の設置，事実経
過報告の作成，マスコミ向けキャンペーン，カンパ活動などが確認された。市民向けのカンパの訴
え（6.13 ビラ），学生への支持声明（7.14 ビラ）が発行され，7 月 27 日には第 2 回目の OB 集会が
















4 月，経済学部学生会秋田明大執行部による社会学者日高六郎の講演会（4 月 20 日を予定），及び
研究会やサークルを紹介する新歓パンフ『建学の基』が左翼的・反日大的等という理由で，ともに
不許可とされた（１７）。このため，4 月 20 日，学生会の抗議集会が 600 人を集めて行われた。これに
対し大学側は，学生会の 1 年生クラス委員選挙に難色を示し，5 月 6 日にはクラス委員選挙中止と
いう干渉が行われた。さらに，5 月 20 日には，23 日に予定された学生委員会の開催を不許可とし，














た。さらに 5 月 16 日，文理学部学術文化団体連合会（学文連）の合同討論会が実施された（２０）。サー
クルサイドからの運動の模索も始まったのである。
　この密かな運動の兆しの中で，経済学部学生会は，21 日地下ホールでのわずか 20 人の無許可集
会に打って出た。これに体育会系学生が介入し暴行に及ぶに至り，集会は一挙に 300 人にふくれ
た。無届集会は，翌 22 日にも行われ，法学・文理の他学部学生も少数ながら参加し，450 名で抗
（１６）　日大闘争資料 16-362。
（１７）　日大闘争資料 16-31「昭和 43 年度学生会事実経過・当局の弾圧№ 1」，16-227「闘争の経過（5 月 30 日まで）
第 3 報」。
（１８）　日大闘争資料 2-322，5 月 8 日。
（１９）　日大闘争資料 2-323，5 月 14 日。
（２０）　『新版　叛逆のバリケード』年表。
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議文が発せられた。5 月 23 日学部当局は，学生証検査で集会を規制し，体育会系学生の妨害も行






　やや後の文書であるが，1968 年 9 月 30 日に発刊された文理学部化学科闘争委員会「なかま」創


















は，5 月 27 日，8 学部から 5,000 人が集会し，初の全学総決起集会を開催，5 月 28 日には 6,000 人

















































　全学共闘会議という組織は，5 月 23 日の初の 1,000 人を越えた集会とデモ実施の後に話し合わ















かった。その後 7 月 4 日，文理学部闘争委員会の主催で学生大会が行われ，2,000 人が参加する中
で学生会執行部が否認される。8 月，委員長は辞任し，執行部の解散を宣言，闘争委員会への自治













（２８）　日大闘争資料 16-37，5 月 27 日。













　大衆団交という闘争手段は，5 月 25 日の各学部闘争委員会設立を確認した 3,000 人の抗議集会の
場で，使途不明金問題・経済学部学生会処分撤回などの 3 つの集会スローガンのひとつとして最初


















































































　1 万人を集めた 6.4 大衆団交要求集会は，改めて 6.11 大衆団交を要求した。しかし，6 月 4 日に

















し，集会への不参加を「強く要求」した（４１）。6 月 10 日の日大体育会「全日本大学学生諸君」（４２）で
も，「「大衆団交」などというせん動に乗って学園を暗黒と狂気の泥沼とするな」「大学を自らの手
で，汚し，破カイせんとする日大生は断じて許せないのだ」と宣言している。



















（４４）　日大全共闘「闘争経過（第四報）〈6 月 4 日以降〉」（日大闘争資料 16-30）は，6 月 11 日の模様をこう記して
いる。「この日は全共闘主催の大衆団交を当局に要求し認めさせる最終的な総決起集会であった。12 時各学部別決
起集会。経済学部校舎入口では学生証検査が朝から行われていたが，一部体育系学生を中心とする学生はフリーパ














































議され，農獣医学部は 22 日の学生総会でスト決議，同じく 22 日，文理学部三島学生会がスト権確
立，理工学部では再選挙で選任された学生会の下で教授会との公開討論が行われ，7 月 8 日ストラ
イキに入った。学生会執行部と闘争委員会がストをめぐって対立していた商学部と芸術学部では，
闘争委員会主導でそれぞれ 6 月 18 日，19 日からストに入った。合法（学生会ルール）と非合法





















れたという（５１）。自主講座は，6 月 14 日，最初の試みがあり，文理学部では 19 日から 7 月上旬まで
はほぼ毎日の様に開催された。夏休みに入り，アルバイトや帰省でバリケードへの集まりが減少す
るが，8 月中でも 4 人の講師を招いて実施している。
　上記は文理学部の場合だが，経済学部闘争委員会情宣部発行の日刊ビラ「勝利」6 月 27 日号に
よれば，6 月 27 日より自主講座カリキュラム（映画，ゼミ生大会，講演会）を動かしはじめ，7 月




講したという。6 月 12 日より十数回の講演・講座がもたれたが，この日より体系的な自主講座と
なったのである。バリケード内の自主講座のねらいは，学生主体の研究姿勢が学問を創り上げる，
大学を本来の意味での大学として建設する，というところにあった。7 月 10 日号によれば松岡洋
子の「ベトナムと日本」講演が行われており，当時の青年層の関心を反映してベトナム戦争などへ
の関心は高かった。また，7 月 11 日には有志持ち寄りなどで闘争委員会文庫が設置された（５２）。
　バリケード構築後も，学生福利（水光熱その他）は維持されたようだ。7 月 15 日の農獣医学部
（４８）　『新版　叛逆のバリケード』年表。
（４９）　『日本大学九十年史　下巻』1982 年，502-505 頁。
（５０）　6 月 19 日付け文理学部学生会「日本大学文理時報」号外（日大闘争資料 3-212）は「黒ヘルメット部隊約五十
名の夜襲　文闘委攻撃される　数十名の負傷者でる」，「立看板に火をつけ気勢をあげた」と報じている。
（５１）　『叛逆のバリケード』初版，230 頁。
（５２）　「勝利」は 6 月 26 日に第 1 号発行か。以後，少なくとも 8 月 16 日の第 42 号までは確認できる。6 月 27 日号
（日大闘争資料 5-189）～ 7 月 11 日号（5-198）。なお，同資料によれば，バリケード内には食事係も設置された。







る（５４）。それによると，7 時起床，行動隊のトレーニングの後 8 時半朝食，10 時～ 14 時自主カリキュ
ラム，17 時まで自由時間，17 時～ 19 時討論，食事の後 21 時～ 22 時総括という具合であった。
　バリケードへの参加対象については，少なくとも 9 月までの日大闘争では，バリケードの中の世















































　経済学部学生の民主化運動が開始されたのと同じ頃，1966 年 7 月に大学当局の反組合方針に挑
戦して結成された教職員組合は，不正経理問題の火付け役となり，理工学部教授の多額の脱税事件








た（６２）。この学内体制の揺らぎの中で，理事会は 6 月 24 日，19 項目の改革案を提示し寄付行為改正
委員会を発足させ，理事会と教授会との話し合いを続ける一方で，7 月 11 日大衆団交を前提とし









団交予備折衝が行われ，8 月 4 日大衆団交実施の確約に至った。しかし，折衝当日の紛争を口実に




6 月 29 日の初の教職員組合デモへの連帯アピール，7 月 8 日の文理学部大衆団交における学生指導















































（６８）　社会学科闘争委員会「8.4 大衆団交勝利に向けて　議案書　7.25 ～ 7.31」（日大闘争資料 2-325，B4 で 6 頁）に
よると，8 月 4 日大衆団交に向けて 8 月 2 日全学総決起集会，同日の文理学部総決起集会とスケジュールが組まれ
たが，社会学科闘争委員会は，2 日，これに先立ち社会学科総決起集会を開催，さらに 7 月 25 日，29 日，8 月 2




　　また，英文学科闘争委員会は 8 月 23 日 B5 判 5 頁の「英文学科闘争委員会中間総括　バリケード内よりの報告
「九月決戦に向けて」」（日大闘争資料 2-415）を，この闘争は日大の現状と矛盾をどれだけ明らかにしたのか，闘争
の主体形成として組織化がなされ学友の要求を反映させたか，闘争が明確な方向性を持ってなされたのか，という



















　8 月 27 日，大学当局はいったん交渉団体として是認した全共闘への否認を通告し，封鎖解除の
法的手段を決断，東京地裁への仮処分を申請した。対応する形でバリケード撤去・授業再開を要求
する日本大学全学再建協議会の学生は 9 月 3 日，授業再開を要求する決起集会を開催した（７１）。







学生街頭デモ，機動隊のデモ排除による市街戦的騒乱化と 1 万人前後の群衆発生状況が 12 日まで
連日続いた。投石，機動隊の応戦による騒乱により，学生たちへの神田周辺住民の反発や抗議も強
まる一方で，連日の学内への機動隊導入は大学自治の蹂躙として学内学生，教員層の広範な反発を
呼んだ。従来闘争との距離をおいていた医学部が 9 月 14 日の学生総会でストを決議し，20 日から
スト突入，歯学部も学生総会でスト権を確立して 21 日からスト突入，これにより全学部がスト体
制に入った。20 日には全共闘と距離をおいていた大学院生もデモを行っている。7 日，各学部を横
断した教員 700 人による仮処分取り下げ声明も出され，これら 9 学部の教員たちは，14 日，理事
退陣等を要求して教員連絡協議会を結成した。また，歯学部・法学部等教授会からの批判決議があ
げられた。理事総退陣は，強い学内総意になりつつあった（７３）。
　全共闘は強制執行を通じて 318 名にも及ぶ大量検挙者を出しつつも 9 月 19 日に 24 日の大衆団交
を要求し，21 日，理事会は，大衆団交以外の学生側要求を認めると回答した。これに対し，全共











　9 月 29 日，大学当局は，全共闘議長秋田明大に対し，9 月 30 日，共闘会議の申し入れ趣旨を受
け入れつつ，大学主催で全学集会を開くことを提案し，全教職員への参加を新聞広告で呼びかけ
た。30 日当日，両国日大講堂では定刻前から体育会系反スト派学生 500 人による団交粉砕集会が
開かれたが，全共闘行動隊により排除され，理事者側が大衆団交と認めた上で，全共闘が議事の全
権を握って団交が始まった。全共闘は事前の約束通りヘルメットを脱ぎ，角材を片隅に集めた。参
加学生は 2 万 5,000 人に及ぶ日本の学生運動史上空前絶後の大規模な大衆団交となった。団交は，
6.11 事件や 9.4 強制執行への自己批判，全共闘に対する唯一の学生代表としての確認のほか，要求
項目に沿って議事が進められ，10 月 1 日未明，12 時間に及んだ団交が，理事総退陣承諾等全共闘
側勝利のうちに終わった。理事にとっては 12 時間の過酷な団交ではあったが，10 月 2 日付『朝日
新聞』社説も認めるように，一定の秩序の下，反論の余地も与え，万余の参加学生を統制しつつ運
営された団交であった（７５）。
　しかしこの団交は，理事の総退陣時期をめぐって最終確認に至らず，団交の最後に 10 月 3 日，
再団交を実施することが確認された。この段階で，政府自民党が介入し，10 月 2 日，日大当局と
関係の深い佐藤内閣は，「いわゆる大衆団交のごとき，学内秩序を無視した行動は許さるべきでは
なく」学校当局は毅然として対処すべきという統一見解を発表，日大当局は一転して，再開団交
も，30 日の大衆団交の確約をも否認した（７６）。全共闘は，10 月 3 日，1 万人を集めて抗議集会を開





































　しかし，何よりも日大闘争の影響を受けたのは学生自身であった。2 ～ 3 万人ともいわれる大衆
































（８２）　地域社会運動については荒川章二「地域の中の 1968 年」『シリーズ戦後日本社会の歴史 3　社会を問う人び
と』（岩波書店，2012 年）。
（８３）　最後に，教育学科闘争委員会発行の「studentpower」№ 2（10 月 11 日号，B5 で 13 頁冊子体，日大闘争資
料 3-38）に掲載された「へき地研究会研修会報告」という小さなサークルの一文を紹介したい。へき地研究会はご
くありふれたサロン的なサークルだったというが，日大闘争では多くのメンバーが個人として闘争に関わった。し
かしサークル内に闘争委員会を作る様な集団的な関わりではなかった。このサークルが 9.30 大衆団交直後の 10 月







た。全共闘の提起した大なる問題『我々は，一体いかなる立場にあるのか』について会員は 2 泊 3 日の研修会にお
いて討論をかさねた。大学とは何か，人間とはなにか，そしてサークルとは如何なるものか。女子も活発に意見を
のべた。そして 35 名と云う学友がたった 2 泊 3 日という短時日のうちに自らの内に一つの思想性と行動性をもっ
た人間たることを目的とした人間たることを自覚したのだ。これこそ真に日大闘争を闘おうとする学生ではないだ
ろうか。……そして，その後多くの学友は世に出て，一生の間，この学園で，このへき研で養われたすべての思想
性と行動性によって，正なるものへと闘っていくと思うのである。」
